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資　料

1）埼玉医科大学　保健医療学部看護学科　2）埼玉医科大学
3）埼玉医科大学病院　4）埼玉医科大学　総合医療センター
5）埼玉医科大学　国際医療センター　6）毛呂病院　7）毛呂病院光の家

Ⅰ .  はじめに

　わが国の近年の全国就業看護師数の推移 1)をみる
と，1996 年度の544,929 人から2006 年度の811,972 人
まで，毎年少ない時で2 万人弱（2000 年から2001 年に
かけて），多い時で4 万人以上（1998 年から1999 年にか
けて）の増加を示し，10 年間で約 1.5 倍に至っている．

一方，准看護師は同 10 年間，ほぼ横ばい状態にある．
これを人口 10 万対比の数字でみると，看護師は1996
年の433.0 人（男性 11.8 人，女性 421.1 人）から2006 年
には635.5 人（男性 29.8 人，女性 605.7 人）に，准看護
師は1996 年の305.1 人（男性 14.8 人，女性 290.3 人）か
ら2006 年には299.1 人（男性 18.4 人，女性 280.7 人）に
推移しており，前者は1.47 倍の増加となっている．さ
らに時代を遡ると，1957 年，1965 年，1975 年，1985
年の就業看護師（准看護師）数は，106,028 人（41,299
人），121,026 人（108,408 人），187,251 人（208,412 人），
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抄　録：2007 年に実施された，埼玉医科大学関連医療施設の就業看護師を対象とした「大学院入学
ニーズ調査」の結果に基づき，看護師の就業継続に関連する因子を明らかにした．就業月数を従属変
数に，その他の変数を独立変数とした重回帰分析の結果からは（就業年数は年齢と高い相関をもつこ
とから，年齢をコントロールした），就業継続に寄与する因子として，①配偶者と同居していること，
②進学するとしたら感染看護学領域を希望すること，③臨床の現場で，継続教育や研究活動を通じ
て解決したい課題を抱えていること，以上 3 点が抽出され，これらの因子によって就業月数の分散の
24.7%（年齢を含めると81.9%）が説明されることが示された．年齢をコントロールした上でも，配偶者
と同居している者のほうがそうでない者よりも，感染看護学領域に関する修学を希望する者が希望し
ない者よりも，臨床現場で研究等を通じて解決したい課題を抱えている者が抱えていない者よりも，
就業が継続しやすい可能性が示唆された．就業看護師の定着率を上げることが究極の課題となってい
る現時点において，上記結果が意味するところを見極め，さらに，今回はとり扱っていない他の諸因
子も含めた就業継続の実態を把握し，それらを踏まえた上で就業継続を促すべく方策をもつことが重
要であろう．
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339,579 人（311,091 人）であり 2)，看護師数が戦後一貫
して右肩のぼりで増えてきた事実からは，それまで，
あるいはこれまで，いかにお粗末なマンパワーの中で
看護が展開されてきたかがうかがえる．なお，人口 10
万対就業看護師数（看護師と准看護師を合わせた数）
を全国47の都道府県別でみると，比率が最も高いのは
高知県（1,448.4 人）で，その次が鹿児島県（1,446.1 人），
最下位は埼玉県（598.8 人）である．ちなみに埼玉県の
次に比率が低いのは千葉県（611.4 人）で，その後を神
奈川県（621.3人），茨城県（724.3人），東京都（742.4人）
が続く．全体的に，人口 10 万対比は九州，四国，中国
地方，北海道で高く，関東圏で低い 3)．また埼玉県は，
人口 10 万対病院数も1962 年頃より全国平均を下回り，
それ以降は一貫して低い水準に位置している（2004 年
時点で，全国平均 7.1に対して5.2，全国第 42 位）．人口
10 万対病床数にいたっては2004 年時点で全国第 46 位，
精神病床と結核病床を除く「その他の病床等」（一般病
床を含む）の数は最下位の47 位であり 4)，以上のデー
タは，東京に隣接する埼玉県が，実は医療過疎地であ
ることを示している．
　一方，厚生労働省（当時の厚生省）は1974 年より通
算 6 回にわたり看護職員の需給検討会を開き，看護職
員の需給見通しを策定してきた．2004 年から2005 年
にかけて実施された「第六次看護職員需給見通しに
関する検討会」の報告書 5)には，看護職員の需要概数
は2006 年の1,314,000 人から2010 年には1,406,000 人
と，4 年間で約 92,000 人 (7.0％ )の伸び（前回は89,000
人，7.3％）となることが，供給概数は2006 年末の
1,272,000人から2010年末には1,391,000人と，4年間で
約119,000人 (9.4％ )の伸び（前回は119,000人，10.1％）
となることが記されており，医療費抑制策の下需要数
自体が抑制される中にあっても，2010 年末には供給
不足が15,000人になると見込まれている．
　看護職員の需要件数が増加の一途である一方で，病
院に就職した新人看護師の10 人に1 人が，リアリティ
ショックを理由に早々に退職するといわれるように
なって久しい．日本医療労働組合連合会の調査 6)から
は，看護業務が複雑多様化しその業務密度が高まっ
ている中，ここ3 年間で看護師によるミスやニアミス
が6 人に5 人の割合で生じており，4 人に3 人が職場を
辞めたいと思っているという実態が明らかにされた．
また，2007 年 3 月の日本看護系大学協議会による「21
世紀の看護系大学・大学院教育の方向性（声明）」7)の

「1999 年の声明に追加・変更する必要のある考え方」
という項目では，新人看護師の早期離職防止対策とし
て新人研修の必要性と，看護系大学による新卒者支援
の必要性が謳われている．一方で，厚生労働省による
と，資格を持ちながら就職していないいわゆる「潜在
看護職員」数は，就業者数の4 割強にあたる55 万人に
なるという 5)．これらの状況が意味するのは，いくら

看護師を養成して病院に送り出しても，彼らの離職が
続く限り看護師の需要は満たされず，その結果業務は
益々多忙になり，看護師はさらに辞めていくという悪
循環である．2006 年度の一般病棟入院基本料の看護
職員配置基準の変更（7 対 1）が，さらにこれらの状況
に追い討ちをかけている．特に埼玉県は，人口 10 万対
の看護師数が全国最下位であることから，看護師不足
がこれ以上増悪すれば間違いなく医療機関の業務密
度は高まり，究極的には患者（県民）の受ける医療の
質低下や，スタッフのバーンアウトを招くことが危惧
される．
　以上の背景にあってわれわれは，2007 年に実施
した，埼玉医科大学関連医療施設の就業看護師（看護
職）を対象とした「大学院入学ニーズ調査」の結果より，
看護師の就業継続に関連する因子を明らかにすること
を目的にデータ分析した．地域住民に医療サービスを
提供する機関として，県内西部地区で中核的な役割を
果たす埼玉医科大学関連医療施設の看護師の就業継続
は，埼玉県民の命にかかわる問題でもあると考える．

Ⅱ .  研究方法

1 . 対象
　対象は埼玉医科大学関連医療施設である大学病院

（A），総合医療センター（B），国際医療センター（C），
毛呂病院本部・薫風園（精神科病院・介護老人保健施
設）（D），光の家（重症心身障害児施設）（E）（以降，
それぞれの対象施設をA施設，B施設，C施設，D施設，
E施設とする）の5施設に就業する看護師である．
2 . 調査方法
　上述の「大学院入学ニーズ調査」は，上記対象者へ
の自記式質問紙調査であった．質問紙の設問では，①
個人属性（性別，年齢，同居者の有無（以降，単身か否
か），配偶者との同居の有無（以降，配偶者の有無），
乳幼児ないし就学中の子どもとの同居の有無（以降，
子どもの有無），最終学歴（以降，学歴），看護師資格
の有無，職位，就業月数等）と，②大学院入学に関連
した事項（入学意志の有無，希望する看護学領域，進
学や研究活動を通じて解決したい現場の課題の有無と
その内容，等）を尋ねている．なお，希望する看護学
領域は，がん看護学，慢性看護学，精神看護学，家族
看護学，小児看護学，地域看護学，感染看護学，クリ
ティカル看護学，在宅看護学，老人看護学，母性看護
学，その他，全 12 肢の中から，複数回答可という形で
選択を求めた．解決したい現場の課題の内容は，自由
記載による回答を求めた．
　最後に，質問紙の配布は，倫理的事項を記載した調
査依頼書をそえて看護部責任者を通じて依頼した．
3 . 分析方法
　対象者の個人属性に関しては記述統計を求めると
ともに，変数間の関連をピアソンの積率相関係数の
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検定，unpaired t 検定ないし一元配置分散分析（多重
比較としてScheffe）にて検定した．さらに，「就業月
数」に寄与する因子を明らかにするために，「就業月
数」を従属変数とし，「就業月数」と「年齢」以外の変数
を独立変数として重回帰分析（ステップワイズ法）を
行なった．次に，その結果有意であった変数を再度独
立変数として，また「就業月数」を従属変数として複
数回，重回帰分析（強制投入法）を試みた．その結果，
最後まで有意であった変数と「年齢」を独立変数とし，

「就業月数」を従属変数として最終的な重回帰分析を行
なった．以上，有意水準はすべてp＜ .05とした．
　なお，就業月数の関連因子（寄与因子の候補変数）で
あるが，大学院入学に関連した事項の「解決したい現
場の課題」については，課題の内容には触れずその有
無のみを変数としてとり扱った．また，重回帰分析に
関して，最初の段階では年齢を独立変数から除外し，
最終段階で投入したのは，年齢と就業月数の相関が高
く抑圧が生じ得ると予測したことによる．

Ⅲ . 結　果

　質問紙の配布数は計2 5 9 0 件（ A 施 設 8 2 0 件 ，
B 施 設 900 件，C 施 設 560 件，D 施 設 210 件，E 施 設
100 件），そのうち回収された件数が2320 件（回収率：

89.6％），有効回答件数が2304件（有効回収率：89.0％）
であった．
1 . 施設別の対象者の属性
　施設ごとの対象者の属性を表 1に示した．全体的に
は女性が92.5％（2,131 名），男性が7.2％（166 名）であ
り，平均年齢（± SD）は男性が31.2 ± 8.1 歳，女性が
30.3 ± 9.5 歳，全体で30.3 ± 9.4 歳（A 施設：30.7 ± 10.1
歳，B 施 設：29.6 ± 9.0 歳，C 施 設：28.4 ± 6.5 歳，D
施設：36.5±11.4歳，E施設：33.0±9.9歳）であった．
年代別では20 歳代が最も多く，次いで30 歳代，40 歳
代で，50 歳代以上は最も少なかった．施設別ではD 施
設の男性の割合（16.6％）が最も高く，B 施設（1.4％）
が最も低く，5 施設間の看護師の性比には有意差が認
められた（p＜ .001）．また，20 歳代の占める割合が最
も高いのはC 施設（65.8％），低いのはD 施設（32.0％）
であり，一方でD 施設は50 歳代以上の占める割合が最
も高く(16.6％ )，施設間の年代構成には有意差が認め
られた（p＜ .001）．次に，対象者全体の家族構成では
単身者が半数を超え，家族と同居している者のうち同
居メンバーに配偶者を含む者は全体の26.7％，子ども
を含む者は全体の17.2％であった．学歴は専門学校が
最も多く，次が短大で，看護系と一般大学，大学院の
順であった．施設別では，単身者の占める割合が最も

表 1.  対象者の施設別属性
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高いのがC 施設，最も低いのはD 施設でD 施設の7 割
は家族と同居していた．学歴については，専門学校の
占める割合が最も高いのがE施設，次がD施設であり，
短大の占める割合が最も高いのはC 施設，次がA 施設
であった．単身者，学歴ともに施設間の相違は有意で
あった（いずれもp＜ .001）．
　次に，資格の有無について，保健師と助産師の資格
をもつ者は3.8％と2.8％で，看護師と准看護師の資格
取得者は91.8％と14.1％であった．後者のうち准看護
師で就業している者は，全体の8.2％であった．職位
は，スタッフが93.4％で，その他は副主任以上の管理
職者等であった．看護師としての平均就業月数は男性
が80.1 ± 85.4か月（6.7 年），女性が92.1 ± 99.1か月（7.7
年），合わせて91.1±98.2か月（7.6年）（2.0-528.0か月）

（A 施 設：95.1 ± 103.9か 月（7.9 年 ），B 施 設：85.2 ±
91.7か月（7.1 年），C 施設：67.7 ± 69.2か月（5.6 年），
D 施設：154.4 ± 134.8か月（12.9 年），E 施設：116.0 ±
94.7か月 (9.7 年 )）であり，群別でみると10 年以上群の
割合が最も高く，そのあとは1 年以上 3 年未満群，5 年
以上 10 年未満群，3 年以上 5 年未満群と続き，1 年未
満群の割合が最も低かった．以上を施設別でみると，
C 施設の保健師資格取得者の割合と，B 施設の助産師
資格取得者の割合が高いこと（p＜ .01）（p＜ .001），
D 施設の看護師資格取得者の割合が低いこと（准看護
師の割合が高いこと）（p＜ .001），職位ではB 施設の
スタッフの占める割合が最も高く，E 施設は最も低い
こと（p＜ .001）が特徴として示された．さらに，施設
別の就業月数については，D 施設の10 年以上群の占め
る割合が最も高く，次がE 施設で，1 年未満群の占め
る割合が最も高いのはC 施設，次がB 施設であった．
施設間の就業月数には有意差が認められた（p＜ .001）．
2．就業月数の関連因子 
　まず，年齢と就業月数のピアソンの積率相関係数は
0.912（p＜ .01）であり，両者間には有意な正の相関が
認められた．また性別，単身か否か別，配偶者の有無
別，子どもの有無別，看護師資格の有無別の就業月数
では，性別以外のすべてにおいて，それぞれの群間に
有意差が認められた（unpaired t-test）．非単身者（平均
就業月数 134.3か月（11.2 年））が単身者（52.5か月（4.4
年））よりも，配偶者のいる者（169.0か月（14.1年））がい
ない者（62.8か月（5.2 年））よりも，子どもを抱えてい
る者（147.0か月（12.3 年））が抱えていない者（79.6か
月（6.6 年））よりも，さらに，看護師資格の非取得者

（192.4か月（16.0 年））が取得者（82.3か月（6.9 年））より
も，就業月数は有意に長かった（単身者／非単身者： 
t＝ −21.775 [p＜ .001]， 配 偶 者 の 有 無：t＝ −25.892 
[p＜ .001]，子どもの有無： t＝ −12.668 [p＜ .001]，
看護師資格の有無： t ＝ −15.192 [p＜ .001]）．また，学
歴別と職位別の就業月数にも有意差が認められ（F＝
33.941 [p＜ .001]）（F＝ 170.457 [p＜ .001]），就業月

数は大学院（13.0 年），一般大学（11.4 年），専門学校
（8.5 年），短大（4.3 年），看護系大学（4.0 年）の順に少
なくなった．多重比較の結果からは，専門学校と短
大，看護系大学それぞれとの間に，他に短大と一般大
学，看護系大学と一般大学の間に有意差が認められた

（Scheffe：すべてp＜ .05）．一方，職位は高いほど就
業年数が長くなり（看護部長群： 21.8 年，主任群： 
19.2年，スタッフ群： 6.7年），多重比較の結果からは，
看護部長群とスタッフ群，主任群とスタッフ群の間に
有意差が認められた（Scheffe：p＜ .05 ～ p＜ .001）．
3 . 就業月数に寄与する因子
　重回帰分析（ステップワイズ法）の結果，有意だった
独立変数と除外された変数それぞれの，標準偏回帰
係数を表 2-1に示した．その後，有意であった変数の
みを再投入して重回帰分析（強制法）を繰り返した結
果，就業継続に寄与する因子として（年齢を従属変数
に含めても），①配偶者と同居していること，②進学
するとしたら感染看護学領域を希望すること，③臨床
の現場で，継続教育や研究活動を通じて解決したい課
題を抱えていること，以上 3 点が抽出され，これらの
因子によって就業月数の分散の24.7%（年齢を含める
と81.9％）が説明された（表 2-2）．ちなみに，感染看護
学領域の希望者数は199 名（有効パーセント : 8.6％）で
あり，課題を抱えていた者は168 名（有効パーセント : 
7.3％）であった．

Ⅳ . 考察

1 . 対象看護師の個人属性の特徴　
　対象看護師の性別，年代別分布を全国の就業看護師
の分布 1)と比較すると，まず性別では，男性看護師の
割合が全国と比較しておよそ1.5 倍（全国平均が4.7％
に対して7.2％），年代別では20 歳代の割合が全国と比
較して約2倍（28.6％に対して59.4％）と高く，30歳代，
40 歳代，50 歳代は低いことが示唆された（30 歳代が
32.1％に対して23.4％，40歳代が23.8％に対して8.6％，
50 歳代以上が15.5％に対して6.7％）．つまり，全国レ
ベルでは20 歳代，30 歳代がほぼ同じ割合を占め（両
者で6 割），40 歳代以上は4 割と，年代群の差が比較的
少ないのに対し，本対象看護師の場合は若い者が極端
に多く，年齢が高くなるにつれて先細る傾向にある
ことが明らかにされた．しかし，このような年代分布
の特徴は，大学病院レベルの病院であれば全国的に
共通したものなのかもしれない．次に，施設間の相違
として，D 施設の男性比率と年齢層が高いことが示さ
れたが，組織率が7 割以上である日本精神科看護技術
協会（精神科看護師の職能団体）の2004 年度の調査（会
員 41,820 名の中から4,000 名を無作為抽出して対象と
した調査，有効回収件数1956件，有効回収率48.9％）8)

では，精神科看護師に占める男性の割合が27.0％，男
女合わせた平均年齢は43.7 歳であったと報告されてお
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り，D 施設の結果（男性が16.6％，平均年齢が36.5 ±
11.4 歳）は精神科病院の全国的な特徴を反映している
といえる．なお，全国と比較して本対象の男性看護師
割合が1.5 倍であったことについては，上述したよう
に，精神科看護師の男性割合が一般的に高いことか
ら，まず本対象看護師の精神科対非精神科のバランス
がどうなのかを確認しなければならないが，基本的に
はこれもまた，大学病院の特徴と捉えてよいのかもし
れない（大学病院の看護師は若い者が圧倒的に多いの
と，男性看護師が年々増加している背景から）．
　次に，家族構成について，単身者が半数を超え
ていたことは，20 歳代の者が6 割を占めていたことか
ら納得できることである．学歴は7 割が専門学校卒業
者で，短大卒業者が4 分の1，大学卒業者（以降，大卒

者）以上は4％であったが，就業看護師の学歴に関す
る政府統計や日本看護協会による全国調査がみあた
らないため，就業看護師を対象とした調査（研究論文
や報告書）で示されている数字を参照してみたい．ま
ず賀沢ら 9)による，愛知県内の医療機関 25 施設の就業
看護師を対象とした大学院進学ニーズ調査（2005 年，
回収率 68.0％）では，対象看護師（4888 人，平均年齢
31.2 ± 8.7 歳）のうち74.9％が看護師養成所卒業者で，
大卒者が13.2％，短大卒者が11.5％であったという．
他に，平井ら 10)による1 市立病院の看護師を対象と
したキャリア開発に関するニーズ調査（2001 年，回収
率 98.9％，348 名），前田 11)による長野県の全看護従事
者を対象とした1999 年と2000 年の学歴調査（回収率
55.5％，9477 名），広瀬ら 12)による東京都看護職員（回

表 2-1.  年齢以外の変数を独立変数とした重回帰分析（Stepwise method）の結果（除外された変数を含む）．

表 2-2.  臨床就業月数を説明する因子



118 松 下 　年 子 ， 他松 下 　年 子 ， 他 看護師の就業継続に寄与する因子（関連因子）―埼玉医科大学関連医療施設の看護師を対象とした質問紙調査より―

収率 84.2％，都立 7 病院の看護師，助産師，看護師 761
名）を対象とした学士・修士号の取得希望調査（1999
年），尾崎 13)による「看護師の職務満足に与える看護
師長の承認行為の影響に関する調査」（1998 年，回収
率 55.9％，452 名）等の結果を参照すると，就業看護師
の学歴分布はおよそ，専門学校が75 ～ 100％，短大と
大学がそれぞれ0 ～ 15％，0 ～ 13％である．これらの
数字と比較すると，本対象看護師の学歴は，短大卒者
が圧倒的に多いことが特徴としてあげられた．埼玉医
科大学では1976 年より看護専門学校を，1989 年より
短期大学看護学科を併設し，自ら看護師養成に貢献し
てきた．そうした背景と，現スタッフの7 割が併設学
校の卒業生であることを考えれば，もっともな結果で
ある．
　免許については，大半が看護師免許の取得者で
あった（准看護師で就業している者は8.2％）．本対象
の看護師比率は，全国のそれと比較して明らかに高
かった（2006 年度の全国調査 1)では，看護師が68.0％
に対して准看護師は32.0％）．次に，職位と就業年数で
あるが，職位は全体で一般スタッフが9 割を超え，就
業年数の分布は年齢分布を忠実に反映しているといえ
る．施設別では，職位はE 施設の一般スタッフの割合
が最も低く，就業年数はD 施設の10 年以上群の割合が
最も高かった．前者については，今回の調査対象が看
護師であり，重度心身障害児施設では看護師以外のス
タッフ（保育・療育）も多く，彼らの数がカウントされ
なかったことによると考えられる．一方，D 施設の就
業年数については，D 施設の年代分布，単身者割合の
特徴の裏返しであり，精神科病院および介護老人保健
施設には経験を積んだ，熟練した中堅看護師が多いこ
とを示唆している．
　以上より，本対象看護師の個人属性の結果からは，
大学病院の特徴といえようが，年代構成において若い
者が極端に多く，年齢が高くなるにつれて先細る傾向
にあること，短大卒者の割合が高いこと，准看護師で
就業している者の割合が（全国平均と比較して）低い
こと，以上 3 件が埼玉医科大学関連医療施設の就業看
護師の特徴としてあげられた．
2 . 属性別の就業継続
　年齢と就業月数が高い相関を示したことについて
は，あらためて説明するまでもない．次に，単身か否
か別，配偶者と子どもの有無別，看護師資格の有無別
の就業月数に有意差が認められたことは，就業年数イ
コール年齢が高くなるにつれて生じるライフイベント
がそのまま反映されているのと，准看護師数が年代に
よって異なることが影響していると考えられる．さら
に，学歴別の就業月数であるが（就業月数は大学院，
一般大学，専門学校，短大，看護系大卒者の順に少な
くなった），第 1に，同じ3 年間の就学期間である専門
学校と短大卒者については，前者のほうが後者よりも

入職後臨床に，少なくとも本大学関連医療施設に残り
やすいという解釈と，第 2に，年度が新しくなるにつ
れて短大卒者が専門学校卒者よりも増加しているとい
う推定が可能であり，専門学校と看護系大学間の相違
についても同様の解釈と推定ができる．一方，一般大
卒者が同じ就学期間（4 年）である看護系大卒者や，3
年の短大，専門学校卒者よりも就業年数が高かったこ
とについては，もし先に一般大学を卒業した者であれ
ば，看護師の資格を得るために改めて看護師養成学校
等に入学し，勉学に励んだわけであり，動機づけが非
常に高いことが関与していると推察される．また，一
般大学と看護師養成学校のどちらを先に卒業したかは
関係なく，大学卒ということで臨床に残りやすい条件
や環境等が病院側に用意されているのかもしれない

（例えば，学位があると昇格しやすいなど）．最後に，
職位が高いほど就業月数が長いのは，看護組織では昇
進の判断基準として，在職年数や就業年数が重視され
ているということであろう．
3 . 就業月数に寄与する因子
　就業月数に寄与する因子は，①配偶者と同居してい
ること，②進学するとしたら感染看護学領域を希望
すること，③臨床の現場で，継続教育や研究活動を
通じて解決したい課題を抱えていること，以上 3 点で
あったが，これらは，年齢による影響を除いたとこ
ろでも( 年齢が同じであったとしても)，就業継続に寄
与し得ることが示された．配偶者と同居していること
は，一般的には，看護師の仕事と家事を担っているこ
とを意味し，場合によっては忙しい人であり，単身者
ではないので身軽に移動できない人であり，場合に
よっては，配偶者から何かしらの支援を受けられる
人である，というように様々な解釈ができる．ただ間
違いなく1ついえることは，病院の通勤圏内に自分の
家庭を構えている人，ということであろう．次に，感
染看護学への志向であるが，これは，感染看護が特に
求められる臨床の場にいることや，感染問題が生じや
すい場で働いている可能性を意味し，そのような場
にいる看護師が就業を継続しやすい，という推察が
できる．一方で，継続年数が長くなると（臨床経験を
積むと），感染（看護）の問題に目がいきやすくなる，
という推察もできなくない．最後に，現場の課題を抱
えていることであるが，感染看護学の結果と同様に，
キャリアを積むほどに課題が見えてくるということも
あろうし，一方で，課題や問題をキャッチする能力を
もつ看護師ほど，臨床看護に対する思い入れも強く臨
床活動を続けやすい，という解釈もできる．
　以上，本所見から，看護師の就業継続を促進する対
策を直接的に提案することはできないものの，少なく
とも，問題意識や課題意識をもって日常臨床に取り組
むことが就業継続という観点からもプラスの効果があ
ることは示唆された．本来ならば，看護師のキャリア
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志向やモラール（勤労意欲），職務満足感，職場環境へ
の主観的評価等，就業継続に影響を与え得る変数をで
きるだけ多く設定し，データを集め，分析すること，
また，横断的な調査ではなく，退職した（就業が継続
しなかった）看護師をも対象とした縦断的調査にする
のが望ましかったが，今回の限られた研究デザインの
中にあっても，就業継続に影響する因子が物理的・固
定的な側面から，個人特性的な側面まで幅広いスペク
トラムをもっていることが示唆された．

Ⅴ . おわりに

　埼玉医科大学医療関連施設に就業する看護師の，就
業継続に寄与する因子を明らかにした．対象看護師の
特徴として，大学病院の特徴といえようが，①年代構
成において若い者が極端に多く，年齢が高くなるにつ
れて先細る傾向にあること，②短大卒者の割合が高い
こと，③准看護師で就業している者の割合が（全国平
均と比較して）低いこと，以上 3 点があげられた．就業
月数に寄与する因子としては，①配偶者と同居してい
ること，②進学するとしたら感染看護学領域を希望す
ること，③臨床の現場で，継続教育や研究活動を通じ
て解決したい課題を抱えていること，以上 3 点が抽出
された．
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